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　株主の皆様には、平素より格別のご高配を賜り厚くお礼申しあげます。
ここに、当社第67期の営業の概況をご報告申しあげます。

　当事業年度におけるわが国経済は、経済対策やアジア諸国を中心とする高い成長に支えられた輸出拡大を背景
に、緩やかながらも回復基調で推移しました。しかしながら、急速に進行した円高や株価低迷が続く中、雇用情
勢やデフレの影響などは依然として厳しく、加えて、平成23年３月11日に発生した東日本大震災の影響を受け、
景気の先行きは一層不透明な状況となりました。
　このような情勢のもと、農業機械部門におきましては、国の食料自給率向上政策に寄与すべく、高品質な飼料
増産に対応した細断型飼料収穫機シリーズや有機肥料の散布など低コスト循環型農業に対応したマニアスプレッ
ダシリーズなどの販売に注力しましたが、農業従事者の高齢化や後継者不足による農家戸数の減少といった構造
的な問題や前期の「食料供給力向上緊急機械リース支援事業」の反動を受け、売上高は減収となりました。
　一方、軸受部門におきましては、風力発電用軸受に加え建機用軸受の受注が好調に推移しました。
　以上の結果、当事業年度の売上高は50億83百万円と前期に比べ23.6%の減収となりました。利益面におきま
しては、売上高が減少しました結果、営業利益は２億54百万円と前期に比べ47.5％の減益、経常利益は２億66
百万円と前期に比べ42.6％の減益、そして当期純利益は特別損失として投資有価証券評価損85百万円などを計
上しました結果、89百万円と前期に比べ73.3％の減益となりました。

　次期事業年度におけるわが国経済は、東日本大震災が与える影響が甚大で景気減速が広がり幅広い産業におよ
ぶとの懸念が強まり、主力の農業機械部門におきましては、農業の構造的
な問題や直接的な機械補助が減少の方向にあり、また、軸受部門におきま
しては、風力発電用軸受や建機用軸受の受注は堅調に推移すると考えられ
ますものの、産業界全体の設備投資抑制の影響を受け厳しい環境が続くも
のと予想されます。このような状況のもと、引き続き農政に沿った食料自
給率向上に寄与する新機軸商品の開発や販売に注力するとともに、生産効
率や品質そしてコスト競争力を高めるなど経営の質の向上に邁進し、業績
の安定に努めてまいります。

　株主の皆様におかれましては、何卒一層のご支援、ご鞭撻を賜りますよ
うお願い申しあげます。

平成23年６月

株主の皆様へ

代表取締役社長
松本　充生
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事業の内容

細断型ホールクロップ収穫機

コンポキャスタ

汎用型飼料収穫機

コンビラップマシーン

4,432

6,054

651601

農業機械

部門別売上高（百万円）

軸受

前期 当期

部門別の状況
農業機械部門
　	　高品質な飼料増産に対応した「細断型コンビラップ」や「細
断型ロールベーラ」、そして「細断型ホールクロップ収穫機」
および「汎用型飼料収穫機」、また、有機肥料の散布など低コ
スト循環型農業に対応したマニアスプレッダシリーズなどの
拡販に注力しましたが、前期の「食料供給力向上緊急機械リー
ス支援事業」の反動を受け、売上高は44億32百万円と前期に
比べ26.8%の減収となりました。

軸受部門
　	　風力発電用軸受に加え建機用軸受の受注が好調に推移し、
売上高は６億51百万円と前期に比べ8.3%の増収となりました。
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財務ハイライト

7,976

6,655

5,083

第65期 第66期 第67期

286
312

484
464

254 266

営業利益
経常利益

第65期 第66期 第67期

143

334

89

第65期 第66期 第67期

8.96

27.01

7.78

第65期 第66期 第67期

6,557

4,085

6,811

3,240

5,742

3,259

総資産
純資産

第65期 第66期 第67期

62.3

47.6

56.8

第65期 第66期 第67期

売上高（百万円）

総資産/純資産（百万円） 自己資本比率（％）

営業利益/経常利益（百万円） 当期純利益（百万円）

1株当たり当期純利益（円）
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財務諸表

●貸借対照表（要旨）
（単位：千円）

（注）		記載金額は千円未満を切り捨てて表示しています。

期別
科目

第67期
平成23年3月31日現在

第66期
平成22年3月31日現在

資産の部
流動資産 3,254,653 4,236,700
現金及び預金 319,722 320,144
受取手形 510,946 1,013,574
売掛金 492,821 654,900
商品及び製品 751,824 781,706
仕掛品 135,648 133,251
原材料及び貯蔵品 167,566 184,158
前渡金 5,884 −
前払費用 4,365 5,974
未収入金 732,892 1,037,379
未収消費税等 5,498 −
未収還付法人税等 45,726 −
繰延税金資産 78,281 105,031
その他 3,474 580

固定資産 2,488,141 2,574,964
有形固定資産 1,548,509 1,523,052
建物 622,206 622,220
構築物 31,134 37,050
機械及び装置 196,478 268,007
車両運搬具 4,100 7,085
工具、器具及び備品 29,732 42,150
土地 625,857 546,232
建設仮勘定 39,000 304

無形固定資産 22,209 30,004
特許権 − 1,333
ソフトウエア 22,209 28,671

投資その他の資産 917,421 1,021,907
投資有価証券 531,626 638,374
出資金 7,382 7,382
従業員に対する長期貸付金 16,722 18,990
長期前払費用 115 215
差入保証金 945 4,406
敷金 7,059 10,408
繰延税金資産 210,819 201,118
投資不動産 142,988 142,988
貸倒引当金 △237 △1,975

資産合計 5,742,794 6,811,665

期別
科目

第67期
平成23年3月31日現在

第66期
平成22年3月31日現在

負債の部
流動負債 1,293,539 2,182,101
支払手形 164,595 232,694
買掛金 170,998 273,894
短期借入金 500,000 821,000
1年内返済予定の長期借入金 180,012 224,469
未払金 47,107 40,418
未払費用 116,030 205,753
未払消費税等 − 32,673
未払法人税等 − 157,527
前受金 23 20
預り金 12,737 5,914
賞与引当金 100,106 110,540
設備関係支払手形 1,927 76,286
その他 − 911

固定負債 1,189,660 1,389,160
長期借入金 523,308 703,320
長期預り保証金 11,088 11,098
退職給付引当金 598,113 617,441
役員退職慰労引当金 57,150 57,300

負債合計 2,483,199 3,571,262
純資産の部
株主資本 3,231,048 3,177,735
資本金 1,350,000 1,350,000
資本剰余金 825,877 833,162
資本準備金 825,877 825,877
その他資本剰余金 − 7,284

利益剰余金 1,672,369 2,136,714
利益準備金 204,500 204,500
その他利益剰余金
別途積立金 1,810,000 1,510,000
繰越利益剰余金 △342,130 422,214

自己株式 △617,198 △1,142,141
評価・換算差額等 28,546 62,667
その他有価証券評価差額金 27,364 63,216
繰延ヘッジ損益 1,182 △548

純資産合計 3,259,594 3,240,402

負債純資産合計 5,742,794 6,811,665
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財務諸表

●損益計算書（要旨）

●株主資本等変動計算書   当事業年度（自　平成22年4月1日　至　平成23年3月31日）

（単位：千円）
●キャッシュ・フロー計算書（要旨）

（単位：千円）

（単位：千円）

（注）		記載金額は千円未満を切り捨てて表示しています。

（注）		記載金額は千円未満を切り捨てて表示しています。 （注）		記載金額は千円未満を切り捨てて表示しています。

期別
科目

第67期
自	平成22年４月１日
至	平成23年３月31日

第66期
自	平成21年４月１日
至	平成22年３月31日

売上高 5,083,885 6,655,505
売上原価 3,515,048 4,697,757

売上総利益 1,568,836 1,957,748
販売費及び一般管理費 1,314,394 1,473,450

営業利益 254,441 484,297
営業外収益 39,800 42,326
営業外費用 27,646 62,530

経常利益 266,595 464,093
特別利益 6,511 70,719
特別損失 89,839 30,041

税引前当期純利益 183,267 504,771
法人税、住民税及び事業税 60,025 227,409
法人税等調整額 33,867 △57,624
当期純利益 89,374 334,985

期別
科目

第67期
自	平成22年４月１日
至	平成23年３月31日

第66期
自	平成21年４月１日
至	平成22年３月31日

営業活動によるキャッシュ・フロー 824,800 370,737

投資活動によるキャッシュ・フロー △243,423 △229,988

財務活動によるキャッシュ・フロー △581,798 △399,954

現金及び現金同等物の増減額 △421 △259,205

現金及び現金同等物の期首残高 310,144 520,027

合併に伴う現金及び現金同等物の増加額 − 49,321

現金及び現金同等物の期末残高 309,722 310,144

株主資本 評価・換算差額等

純資産
合計資本金

資本剰余金 利益剰余金
自己
株式

株主資本
合計

その他
有価証券
評価差額金

繰延
ヘッジ
損益

評価・換算
差額等合計資本

準備金
その他
資本
剰余金

資本
剰余金
合計

利益
準備金

その他利益剰余金 利益
剰余金
合計

別途
積立金

繰越利益
剰余金

平成22年3月31日残高 1,350,000 825,877 7,284 833,162 204,500 1,510,000 422,214 2,136,714 △1,142,141 3,177,735 63,216 △548 62,667 3,240,402
事業年度中の変動額
別途積立金の積立 300,000 △300,000 − − −
剰余金の配当 △57,154 △57,154 △57,154 △57,154
当期純利益 89,374 89,374 89,374 89,374
自己株式の取得 △6 △6 △6
自己株式の処分 △3,897 △3,897 24,997 21,100 21,100
自己株式の消却 △3,387 △3,387 △496,564 △496,564 499,951 − −
株主資本以外の項目の
事業年度中の変動額（純額） △35,852 1,730 △34,121 △34,121
事業年度中の変動額合計 − − △7,284 △7,284 − 300,000 △764,344 △464,344 524,942 53,313 △35,852 1,730 △34,121 19,192
平成23年3月31日残高 1,350,000 825,877 − 825,877 204,500 1,810,000 △342,130 1,672,369 △617,198 3,231,048 27,364 1,182 28,546 3,259,594
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会社の概要　平成23年6月29日現在

会社の概要 事業所

役員

資 本 金
創 業
会社設立
事業内容

本 社 ・ 工 場

札幌支社・工場

札 幌 営 業 所

帯 広 営 業 所

中 標 津 営 業 所

豊 富 営 業 所

北 見 営 業 所

東 北 営 業 所

関 東 営 業 所

東 京 営 業 所

関 西 営 業 所

中 国 営 業 所

九 州 営 業 所

南 九 州 営 業 所

〒518-0441	 三重県名張市夏見2828
（電話）	 0595-63-3111（代表）
ファックス	 0595-64-0857
〒007-0882	 北海道札幌市東区北丘珠2-3-1-20
（電話）	 011-781-1111（代表）
ファックス	 011-781-1113
〒007-0882	 北海道札幌市東区北丘珠2-3-1-20
（電話）	 011-781-1111（代表）
ファックス	 011-781-1113
〒082-0005	 北海道河西郡芽室町東芽室基線13-3
（電話）	 0155-62-3311
ファックス	 0155-62-3312
〒086-1001	 北海道標津郡中標津町東1条南10
（電話）	 0153-72-2983
ファックス	 0153-72-3080
〒098-4110	 北海道天塩郡豊富町大通り12
（電話）	 0162-82-1245
ファックス	 0162-82-1885
〒099-2103	 北海道北見市端野町3区305-1
（電話）	 0157-56-3326
ファックス	 0157-56-3674
〒020-0891	 岩手県紫波郡矢巾町流通センター南3-2-6
（電話）	 019-637-2841
ファックス	 019-638-7225
〒323-0012	 栃木県小山市大字羽川字下田66
（電話）	 0285-24-4481
ファックス	 0285-24-3791
〒101-0054	 東京都千代田区神田錦町3-17
（電話）	 03-3219-0025（代表）
ファックス	 03-3219-0027
〒518-0441	 三重県名張市夏見2828
（電話）	 0595-63-3111（代表）
ファックス	 0595-64-0857
〒708-1123	 岡山県津山市下高倉西847
（電話）	 0868-29-3131
ファックス	 0868-29-3132
〒834-0115	 福岡県八女郡広川町大字新代1389-163
（電話）	 0943-33-1311
ファックス	 0943-33-1312
〒885-0003	 宮崎県都城市高木町4917-1
（電話）	 0986-38-4321
ファックス	 0986-38-4342

取 締 役 会 長
代表取締役社長
常 務 取 締 役
取 締 役
取 締 役
常 勤 監 査 役
監 査 役
監 査 役

1,350,000,000円
明治45年1月
昭和20年3月
農業機械およびその他機械の製造、販売、
軸受加工

若 山 東 男
松 本 充 生
松 田 順 一
沖 　 篤 義
益 満 　 亮
西 口 義 久
桐 越 昌 彦
東 　 修 司



株　主　メ　モ

事 業 年 度
定 時 株 主 総 会
基 準 日

株主名簿管理人

同事務取扱場所

同 取 次 所

公 告 方 法

4月1日より翌年3月31日まで
6月下旬に開催いたします。
定時株主総会の議決権	 3月31日
期末配当金	 3月31日
東京都港区芝三丁目33番１号
中央三井信託銀行株式会社
名古屋市中区栄三丁目15番33号（〒460−8685）
中央三井信託銀行株式会社　名古屋支店証券代行部
電話0120−78−2031（フリーダイヤル）
中央三井信託銀行株式会社　本店および全国各支店
日本証券代行株式会社　本店および全国各支店
当社の公告は、電子公告により行います。
ホームページアドレス
http://www.takakita-net.co.jp/
ただし、事故その他やむを得ない事由により、電
子公告によることができない場合は、日本経済新
聞に掲載する方法で行います。

・住所変更、単元未満株式の買取等のお申出先について
　　株主様の口座のある証券会社にお申出ください。
　　	なお、証券会社に口座がないため特別口座が開設されました株主様は、
特別口座の口座管理機関である中央三井信託銀行株式会社にお申出くだ
さい。

・未払配当金の支払について
　　株主名簿管理人である中央三井信託銀行にお申出ください。


